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小千谷市学校給食調理等業務委託仕様書 

 

１．委託業務名   

小千谷市学校給食調理等業務委託 

 

２．委託期間 

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで（３年間） 

 

３．履行場所とその概要 

(１) 履行場所 

小千谷小学校及び東小千谷小学校 

(２) 施設の概要 

学 校 名 小千谷小学校 東小千谷小学校 

所   在   地 小千谷市土川 1丁目 5番 52号 小千谷市旭町 7番 6号 

延  床  面  積 650㎡ 321㎡ 

構      造 鉄筋コンクリート造 鉄骨コンクリート造 

開  設  年  月 平成 22年４月 平成 25年４月 

運  営  方  式 ドライシステム方式 ドライシステム方式 

予  定  食  数 740食／日 

（アレルギー対応食あり） 

250食／日 

（アレルギー対応食あり） 

業 務 予 定 日 数 200日／年 200日／年 

給 食 の 形 態 主食、副食（主菜、副菜、汁物が基本）、牛乳 

食 器 等 の 種 類 トレー、ごはん碗、汁椀、菜皿、どんぶり、カレー皿、 

箸、スプーン等 

(３) 給食対象校及び食数等               （令和７年５月１日現在） 

学 校 名 配送距離(km) 児童生徒数 教職員等 計 

小千谷小学校  

東小千谷小学校 

― 

 

 645 

210 

84 

33 

729 

243 

合計（アレルギー対応食 28（小千谷小 24、東小千谷小 4）食含む） 972 

＊実際の食数は、その都度事前に指示する。 

 

４．基本事項 

(１) 本市（以下「委託者」という。）と本業務受託事業者（以下「受託者」という。）の業務

の分担及び経費の負担は、別表１、別表２のとおりとする。 

(２) 献立作成は栄養教諭等が行う。調理業務は月間献立表、調理業務指示書又は調理業務変更

指示書（又は、これに代わる手配表等）により受託者に指示する。 

(３) 食材は委託者が発注し、受託者に提供する。 

(４) 受託者は、既存の施設設備を使用することを原則とし、増改築、改造等は行わない。また、

委託者の許可なく設備等の持ち込みをしてはならない。 
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(５) 別表３にある被服、消耗品等は受託者が調達する。 

(６) 給食の対象者は、対象校の児童・生徒及び教職員、受託者の業務従事者、その他委託者が

認める者とする。 

(７) 給食実施日数及び調理食数は、年間給食実施計画に基づく数とする。ただし、転出入によ

る児童生徒の増減、学校行事等による欠食により変動があるため、別途指示する。 

(８) 業務の実施は、以下の関係各法令及び委託者の定める条例及びマニュアル等を遵守しなけ

ればならない。 

≪遵守法令等≫ 

法令関係 

・学校給食法 

・食品衛生法 

・労働基準法等の労働関係法令 

・その他関連法規等 

基準関係 

・学校給食衛生管理基準（文部科学省） 

・大量調理施設衛生管理マニュアル（厚生労働省） 

・その他関連要綱等 

小千谷市の

条例等 

・小千谷市学校給食衛生管理の手引き 

・学校教育活動における食物アレルギー対応マニュアル 

・小千谷市感染性胃腸炎等対応マニュアル 

・その他必要により定めるマニュアル等 

(９) 委託者と受託者の責任区分は、別表４のとおりとする。 

(10) 受託者は業務の継続が困難になった場合又はその懸案が生じた場合は、速やかに委託者に

報告するものとし、その場合の措置は別表５のとおりとする。 

(11) 受託者は、不測の事態に備えて、緊急対応マニュアルを作成しなければならない。 

(12) 委託者及び受託者は、受配校の減、児童生徒の大幅な増減による学級数の著しい増減が生

じた場合は、契約の変更を協議する。 

(13) 食物アレルギー等対応給食については、委託者の決定・指示に従い行うものとする。 

(14) 学校への食育や、学校行事その他市の事業等について、調理業務従事者の派遣を積極的に

協力する。 

(15) 業務の受託にあたり、業務上取り扱う個人情報の秘密の保持に万全を期すとともに、他人

に漏らしてはいけない。業務終了後も同様とする。 

(16) 上記以外の事項については、別途委託者と協議する。 

 

５．業務内容 

(１) 食材の検収 

ア 食材の検収は、必ず納入業者立会いのもとで行い、納品伝票の確認、検収簿の記録、格

納、保存食採取、保存食記録票等の記録を行う。なお、納入された食材は、専用容器に移

し替え、適切に保管、管理及び調理する。 

イ 不足や不良品等がある場合は速やかに委託者にも報告し、指示を仰ぐこと。 

ウ 積雪により検収室からの受入れが困難な場合は、検収室前の除雪を行うこと。 

(２) 調理業務 
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ア 栄養教諭等が作成する献立表及び調理業務指示書又は調理業務変更指示書（又は、これ

に代わる手配表等）に従い、作業工程表及び作業動線図を作成し、委託者が提供する食材

により調理をする。調理方法については、当該献立の前日までに栄養教諭等と業務責任者

が打ち合わせを行う。調理作業は、児童生徒が調理後２時間以内に喫食できるように行う

ものとし、学校行事等により給食時間が変わる場合は、学校長又は栄養教諭等から別途指

示する。 

イ 食品の保存食採取及び保管をする。 

ウ 通常の調理業務のほか、食物アレルギー等の児童生徒に対し除去食又は代替食の調理を

行う。 

エ 委託者から給食の調味等について手直しの指示があった場合は、これに応じること。 

(３) 給食の配缶及び配食準備 

ア 調理をした給食を学級ごとに供給量を確認の上、配缶し、配膳ワゴン等に載せ、各配膳

室で調理員から児童生徒、教職員等に引き渡す。特にアレルギー対応食は、「学校教育活

動における食物アレルギー対応マニュアル」に基づき、調理員から直接、教職員等に引き

渡すこと。使用後の配膳ワゴン等は、洗浄及び消毒し保管する。 

イ 一食分の盛り付け見本を展示する。（東小千谷小学校のみ） 

(４) 食器具等の洗浄、消毒、保管、点検 

食器・食缶・調理器具等を点検の上、洗浄、消毒、保管及び点検を行う。なお、食器等は

必要に応じて漂白または手洗い作業をする。 

(５) 施設及び設備の安全衛生管理、清掃と日常点検 

施設及び設備の清掃を励行し、学校給食日常点検表により日常点検を行う。また、必要に

応じて消耗品等の交換・修理を行う。 

(６) 設備・調理備品の保守管理 

 設備・調理備品の点検及び保守管理を行う。また、調理室の温度・湿度、冷蔵・冷凍庫の

温度、水質検査結果を記録する。 

(７) 残渣及び厨芥の処理 

残渣は学校別にクラスごとの総量を記録の上、厨芥とともに所定の場所へ搬出処理し、残

渣容器は常に清潔にしておく。また、リサイクル可能なごみとそれ以外のごみは分別のうえ

量を記録し、所定の場所へ衛生的に保管する。 

 (８) 廃油の処理 

   揚げ物の廃油はリサイクルするため、委託者の指示に従う。 

(９) 給食関係事務 

ア 検収簿の記入 

イ 納品書と検収簿との照合 

ウ 給食人員（食数）の管理に関する事務の一部 

 エ 調理用消耗品等の発注及び支払い 

オ 作業工程表、作業動線図の作成 

カ 学校給食日常点検表の記入 

キ 給食日誌の作成及び記入 

ク 調理の加熱冷却温度記録 
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ケ 調味料の在庫管理 

コ 発注の確認作業 

サ 委託者が別に求める書類の作成 

(10) その他 

ア 施設・設備の日常的な維持管理を行う。 

イ 退勤時の火の元点検、消灯及び鍵を返却する。 

ウ 児童生徒給食用白衣の管理を行い、長期休暇等に補修・漂白・アイロンがけをする。 

エ 給食用として納入された食材（調理済み含む）を当該施設外へ持ち出さないこと。 

 

６．業務従事者及び業務責任者等 

  受注者は、委託業務履行のため、次に掲げる者を配置すること。 

(１) 調理業務従事者 

   業務を円滑に行うために、業務従事者については安定した人員配置を図ることとし、業務

従事者は学校給食調理業務に従事した経験を有する者、栄養士又は調理師等の資格を有する

者が望ましい。 

なお、業務に支障をきたすことがないよう人員の確保に努めるとともに調理業務従事者等

の変更に当たっては、業務の質が低下することの無いよう十分配慮すること。 

 (２) 業務責任者（１名以上） 

調理業務従事者のうち調理、洗浄及びこれらに付随する業務等に関する事務の処理を行う

業務責任者を１人配置する。業務責任者は、常勤の正規職員で、管理栄養士又は栄養士の資

格を有し、学校給食調理にかかる実務経験が３年以上あり、調理等業務管理、衛生管理及び

施設管理等に関する総合的な専門知識を有する者とする。また、委託業務全体を総括し、業

務に関する指揮権限を有するほか、各学校長並びに栄養教諭等と連絡調整を行う。 

(３) 業務副責任者（１名以上） 

調理業務従事者のうち学校給食調理にかかる業務管理、衛生管理及び設備管理等に関して、

業務責任者に準ずる程度の総合的な専門知識を有する常勤の者を１人業務副責任者とする。

業務副責任者は業務責任者を補佐し、業務責任者に事故等があるとき、または、業務責任者

が欠けた時に職務を代行する。 

(４) 食品衛生責任者（給食調理場ごと１名） 

ア 受託者は、常勤職員のうち管理栄養士、栄養士又は調理師の資格を有し、学校給食調理

にかかる業務管理、衛生管理及び設備管理等に関する専門知識及び実務経験を有する者の

中から、食品衛生責任者を１人選任しなければならない。 

イ 食品衛生責任者は、業務責任者又は業務副責任者がこれを兼ねることができる。 

ウ 食品衛生責任者は、関係法令に基づき食品の安全管理に留意するとともに、調理業務、

配缶準備、洗浄、消毒、保管、点検等が衛生的に行われるように、業務従事者の衛生教育

に努めなければならない。 

(５) ボイラー等設備運行管理責任者（小千谷小学校のみ） 

   ボイラー運転及び点検業務等の責任者として、普通第一種圧力容器取扱作業主任者資格を

有する者を配置すること。この責任者は調理業務従事者と兼ねることができる。 

(６)業務従事者の名簿の提出 
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受託者は、業務従事者報告書により委託者へ業務従事者を報告する。変更がある場合は、

業務従事者変更報告書により報告する。 

(７) 選任報告書の提出 

選任した業務責任者について、それぞれ選任報告書に各種書類を添えて委託者へ報告する。

変更がある場合は、責任者変更報告書により報告する。 

報告書 添付書類 

業務責任者選任報告書 業務履歴書及び資格を証する書類の写し 

業務副責任者選任報告書 業務履歴書及び資格を証する書類の写し 

食品衛生責任者選任報告書 業務履歴書及び資格を証する書類の写し 

ボイラー等設備運行管理責任者選任報告書 資格を証する書類の写し（小千谷小学校のみ） 

(８) 休暇等による代替者については、その都度委託者に報告する。 

(９) その他 

 ア 業務従事者の採用にあたっては、地元雇用に努め、小千谷市内在住者または小千谷市学

校給食または保育園給食に従事した経験を有する者を優先的に採用すること。 

イ 業務従事者に業務上の事故が起きた場合は、迅速に委託者に報告し、受託者の責任にお

いて処理しなければならない。 

ウ 業務上知り得た情報を他へ漏らしてはならない。業務従事者等の身分を解かれた場合も

同様とする。 

 

７．業務の指示 

業務責任者は、栄養教諭等が指示する調理業務を円滑に遂行するために、調理業務従事者の

作業管理を行い、適切な作業工程動線のもと、調理業務を行う。また、調理業務従事者は業務

責任者の指示により調理業務を行う。 

 

８．業務時間等 

受託者が業務を行う時間は、原則として小千谷小学校は午前７時00分から午後４時40分まで

とし、東小千谷小学校は午前７時15分から午後４時45分までとする。 

調理業務、回収後の食器・食缶等の洗浄・消毒・保管作業等は、委託者が定めた時間までに

完了しなければならない。 

業務を確実に行うために基本の業務時間の変更が必要な場合、また、作業の進捗状況等によ

り時間の変更が必要な時は、委託者と協議した時間の範囲内で対応すること。 

  労働時間及び休憩時間については、労働基準法を遵守して人員配置すること。 

 

９．業務を行わない日 

業務を行わない日は、委託者が特に業務を依頼する場合を除き次のとおりとする。ただし、

学校の長期休業期間又は休日振替日は、施設・設備の保守管理上支障がない限り、受託者の判

断により委託者の許可を得て業務を行わない日を別に設けることができる。 

(１) 土曜日及び日曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

(３) 学校休業日 
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 ※ただし、「11．安全衛生管理 (３) 施設管理 ク」に定める長期休業期間中の作業日等を除く。 

 

10．施設・設備・器具等の使用 

(１) 給食調理業務及びこれに付随する業務は、委託者が備える施設・設備・器具等を使用して

行う。受託者は、これらを本来の業務以外に使用してはならない。なお、受託者所有の器具

を使用する場合は、委託者と協議すること。 

(２) 受託者は、別表３の他に、日常消耗する物品について、受託者が調達することが適当と認

められるものを自ら調達（負担）する。 

(３) 受託者は、使用する施設・設備・器具等が破損した場合は、速やかに委託者へ報告するこ

と。なお、受託者の責めにより破損したものは、その修復にかかる経費は受託者の負担とす

る。 

 

11．安全衛生管理 

受託者は、関係法令及び「小千谷市学校給食衛生管理の手引き」を遵守し、学校給食の安全

衛生管理を徹底しなければならない。 

(１) 業務従事者の衛生管理 

ア 受託者は、業務従事者に日常の健康チェック及び点検を励行させなければならない。ま

た、年１回の定期健康診断を行い、常に業務従事者の健康状態に留意し、異常を認めた場

合は速やかに医療機関へ受診させなければならない。 

イ 業務従事者に対し月２回定期的に赤痢菌、サルモネラ菌、腸管出血性大腸菌等について

細菌検査を行わなければならない。なお、感染性胃腸炎の感染の恐れがあるときは、「小

千谷市感染性胃腸炎対応マニュアル」に従い、対応しなければならない。 

ウ 新規採用者を業務に従事させる場合は、従事させる日前に健康診断及び細菌検査を実施

しなければならない。 

エ 上記のアからウまでの検査の結果、嘔吐、下痢症状、発熱、せき、外傷、皮膚病等の感

染性疾患で食品衛生上支障となる恐れがある者を調理業務に従事させてはならない。また、

同居人が法定感染症又はその疑いがある者は、調理業務に従事させてはならない。 

オ 身体、服装は常に清潔にし、調理作業中は清潔な白衣、ズボン、帽子、頭髪用ネット及

びマスクを着用しなければならない。また、専用の履物を用い、室外履きと兼用してはな

らない。 

カ 履物及び前掛けは、下処理用・調理用・洗浄用を区別して使用させなければならない。 

キ 爪は常に短く切り、マニキュアはつけないこと。また、アクセサリーや時計は身につけ

させてはならない。 

ク 手洗いを励行させること。特に調理前、下処理後、汚物取扱い後、用便後、配缶前はブ

ラシを用いて念入りに洗わせなければならない。 

ケ 調理室内では、私物の持込み、その他食品衛生上支障となる行為をしてはならない。 

(２) 食品の取扱い 

ア 提供された食材は、直ちに所定の貯蔵場所に保管する。 

イ 食材の洗浄や調理方法は、調理業務作業基準により行う。 

ウ 食品は、床上高６０cm 以下など不適当な場所に置かない。 
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エ 給食に使用する容器や器具は、完全に消毒したものを使用する。 

オ 冷蔵庫内で食品等を貯蔵する場合は適温を保つとともに、食品の相互汚染が生じない方

法で行う。 

カ 食品の加熱は使用当日に行う。特に肉類、魚介類、卵類は、中心部の温度が８５℃以上

で１分間以上（二枚貝等ノロウイルス汚染の恐れがある食品の場合、８５～９０℃で９０

秒以上）加熱処理する。温度の確認と記録を行う。 

(３) 施設管理 

ア 汚染区域と非汚染区域を明確に区分し、衛生的な流れ作業ができるように管理する。 

イ 調理室、検収室、洗浄室、下処理室、サラダ室、配膳室、休憩室、調理員専用トイレな

どは、常に清潔を保つよう清掃及び整理整頓をする。 

ウ 排水溝の厨芥、残渣等は毎日取り除き清潔にしておく。 

エ 調理室には、関係者以外は立ち入らせない。 

オ 手洗い設備は常に清潔に保ち、石けん、ブラシ、消毒液等を常備する。 

カ 防虫設備のない窓、出入口は開放したまま調理業務を行わない。 

キ 換気装置は常に清潔に保ち、作動に支障がないようにする。 

ク 学校の長期休業期間は、日常業務ではこなせない汚れ落しなどや清掃、消毒、点検、整

理整頓、教委室の配膳台磨き、児童用給食着の洗濯及び補修等その他の用務にあて、業務

の履行に支障のないように努める。 

(４) 設備、器具等の管理 

ア 使用する前は、必要に応じて消毒する。また、使用後は洗浄し、調理器具の種類に応じ

て消毒の上、よく乾燥させておく。 

イ 包丁及びまな板は、検収・下処理用、野菜用、練り物・豆腐用、果物用等に区別して使

用する。 

ウ 冷蔵庫、冷凍庫及び食器消毒保管庫等の温度は、適正に管理する。 

エ 調理器具類及び食器具類の洗浄には、洗剤を適正濃度で使用する。 

オ 清掃用具類は用途別に区分して使い、使用後は洗浄、消毒を行い乾燥させ、専用の場所

に保管する。 

(５) 食器の扱い 

ア 常時清潔な食器が使用できるように管理する。 

イ 使用後の食器は、きれいに洗浄した後に消毒保管する。 

ウ 定期的に洗浄剤の残留検査をする。 

エ 食器の汚れ沈着等は、その都度及び学校の長期休業期間に消毒漂白する。 

(６) 食材、保存食の保管 

ア ５０ｇ程度の食材、釜及びロット別の給食を保存食として保管する。 

イ 保存場所は専用冷凍庫とし、指定のポリ袋に入れて－２０℃以下で保存する。 

ウ 保存期間は、２週間以上とする。 

(７) 立入検査 

委託者、委託者が認める者、保健所又は学校薬剤師会が立入検査を行う場合は、これに応じ

なければならない。 

(８) 設備・器具等の点検 
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設備・器具等の保守点検に努め、給食日誌に記録しなければならない。 

 

12．異物混入の防止 

異物混入の事故が起きないように、食材の納入時の立会いと検収の徹底、「小千谷市学校給食

衛生管理の手引き」に挙げた衛生管理の徹底、学校給食日常点検表による点検を実施するととも

に、作業開始前に器具等の破損個所や破損の恐れがないことなどを十分に確認し、お互いに注意

喚起を行う。 

異物混入があった場合又はその疑いがある場合は、速やかに委託者へ報告し、指示を仰ぐ。 

 

13．巡回指導 

受託者は、業務従事者に対し給食実施月に１回以上の巡回指導を行い、委託契約書及び本仕様

書並びにこれに付随する基準等に基づく業務の履行状況の把握又は指導をするとともに、必要に

応じて栄養教諭等及び受託者との連絡調整をする。 

 

14．研修 

受託者は、調理食品の取扱いが適切かつ円滑に行われるように、また、学校給食の目的を十分

理解し、児童生徒の健やかな成長に資することができるように、安全衛生や調理技術に関する初

任者研修、教育研修、資格取得研修等を行って、衛生管理の高揚と資質の向上に努めなければな

らない。 

事前研修は、契約後から学校給食の配食開始までの間に行うものとし、その費用は事業者の負

担とする。 

なお、研修のために施設の使用許可が必要な場合は、市と協議する。 

  

15．会議等への参加・協力 

 (１) 委託者から給食業務に関する会議・行事等への参加要請があった場合は、参加すること。 

(２) 調理場で実施される工事及び設備等の入替・修繕において、立会い・動作確認等が必要な

場合は積極的に協力すること。 

(３) 学校給食の円滑な実施と内容の充実及び児童生徒との触れ合いを目的とする学校行事等

を含む諸活動に積極的に協力すること。 

(４) 災害等の発生時は、委託者に協力し、炊き出し等地域貢献を行うこと。 

 

16．提出書類 

受託者は、次に掲げる書類を期限までに提出しなければならない。 

様 式 名 提出時期 提出先 備  考 

業務従事者報告書 毎年度当初 教育委員会 各施設へ写し提出のこと 

業務従事者変更報告書 変更の都度 教育委員会 各施設へ写し提出のこと 

施設緊急連絡先報告書 毎年度当初 教育委員会 各施設へ写し提出のこと 

緊急対応マニュアル 毎年度当初 教育委員会 各施設へ写し提出のこと 

委託業務完了報告書（月報） 翌月５日まで 教育委員会  

腸内細菌検査結果報告書 実施後速やかに 教育委員会  
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事故報告書 発生後直ちに 教育委員会 各施設へ写し提出のこと 

給食日誌（日報）、学校給食日常点

検表、作業工程表、作業動線図、検

収簿、個人別健康観察記録表、調理

の加熱冷却温度記録 

毎日 学校長等 各施設で保管 

※教育委員会への提出書類は、学校長等を経由すること。 

※報告書等は必要に応じて追加・変更する場合がある。 

 

17．その他 

(１) 新規業務開始時の対応 

  ア 受託者は、委託業務開始までに十分な準備（引継ぎや業務習得、演習等）を行うこと。

この準備に要する費用は、すべて受託者負担とする。 

  イ 受託者は、契約期間満了には、次期受託者の習熟のために次期受託者等を業務に立ち会

わせるなど、円滑に業務を遂行できるよう万全の引継を行わなければならない。ただし、

現に委託を受けている受託者が次期受託者に決定している場合は、この限りではない。 

(２) 仕様書に定めのない事項 

ア 本仕様書は、業務の大要を示すもので、明記のない業務であっても、他との関連性から

判断して、委託者が必要と認めた業務は受託者の負担で誠意をもって実施すること。 

イ 疑義が生じた場合は、委託者と協議し、業務遂行に支障のないようにすること。 
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別表１：業務の負担区分 

区 分 業 務 内 容 

委託者 

受託者 
教育委員会 

学校及び栄

養教諭等 

給食管理 献立及び調理業務指示書の作成  ○  

調理食数等必要な事項の連絡  ○  

作業工程表、作業動線図の作成   ○ 

作業工程表、作業動線図の点検  ○  

給食日誌、学校給食日常点検表の作成及び記入   ○ 

給食日誌、学校給食日常点検表の点検  ○  

残渣及び廃棄物量の記録、処理   ○ 

食材発注の確認  ○ ○ 

食材管理 食材の選定及び調達  ○  

食材の検収、受け取り、格納、検温  △ ○ 

保存食（原材料）の保管及び廃棄   ○ 

納品伝票の整理及び在庫管理、請求書管理  ○ △ 

調理作業等 調理、配缶   ○ 

配膳ワゴン等へ配食・引渡し業務   ○ 

配食量の指示  

○ 

○  

給食の保存食（調理済）の保管及び廃棄   ○ 

食器、食缶、調理器具等の洗浄、消毒、保管   ○ 

配膳ワゴン等の洗浄、消毒、保管   ○ 

ごみの分別及び集積業務   ○ 

使用済み食用油の管理保管業務   ○ 

施設設備管理 施設及び主な設備の設置、改修、修繕、入替 ○   

施設及び主な設備の保守定期点検 ○   

施設及び主な設備の日常管理、清掃、点検   ○ 

調理器具、食器、食缶等の管理及び保守 △  ○ 

衛生管理 衛生管理の指導 ○ ○  

食材の衛生管理   ○ 

施設、設備、器具、食器等の清掃、洗浄、消毒   ○ 

業務従事者の清潔保持状況の確認   ○ 

食材納入業者の清潔保持状況の確認   ○ 

衛生管理点検表の記入   ○ 

衛生管理点検表の確認 ○ ○  

給食会計 給食費の徴収、食材費支払業務、決算集計等  ○  

その他 受託者による業務従事者の教育、研修、指導   ○ 

委託者による業務従事者の研修 ○   

児童生徒給食用白衣の管理・補修・漂白等   ○ 

定期健康診断の実施   ○ 

検便の実施   ○ 

労災事故防止対策   ○ 

緊急対応マニュアルの作成   ○ 

※△は業務遂行の補助を行う。 
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別表２：経費の負担区分 

委 託 者 受 託 者 

･ 栄養教諭等の検便手数料及び被服費 

･ 教室で児童生徒が配膳用として使用する消耗

品（台ふきん、使い捨て手袋、ごみ袋等） 

･ 光熱水費、下水道使用料、通信運搬費、管理事

務費 

･ 施設設備の修繕費、補修費 

･ 備品購入費 

･ 食器等更新費・食缶更新費 

･ 消防用設備等保守点検委託料 

･ ボイラー保守点検委託料（小千谷小学校のみ） 

･ 害虫等駆除委託料 

･ グリストラップ処理業務委託料 

･ 給水施設清掃・水質検査委託料 

･ 厨房機器点検委託料 

･ 食品検査手数料 

･ 食器具衛生検査手数料 

･ 施設定期衛生検査手数料 

･ 業務従事者の人件費及び法定福利費 

･ 業務従事者の福利厚生費 

･ 業務従事者の保健衛生費（健康診断・検便等） 

･ 業務従事者の被服費 ※１ 

･ 業務従事者の給食費（自己負担） 

･ 業務従事者の研修に要する費用 

･ 業務の実施にかかる消耗品費等（調理用品、配

膳用として使用する調理器具類、衛生用品、清

掃用品、事務用品等）※２ 

･ 器具・物品等の軽微な修繕費 

･ 保険料（ＰＬ保険） 

･ 営業許可等の申請に係る費用 

･ 業務用通信機器購入費及び使用料（開設費含

む） 

※１現に施設内にある物は、使用して差し支えない。 

※２上記の他に必要と認めるものはその都度協議する。 

※被服費及び消耗品費は、別表３に品名を例示する。 
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別表３：被服及び消耗品等の品名例示 

区分 品名 

被服等 

 

①調理衣、調理ズボン、帽子、ネット、マスク、手袋 

②調理用靴、室内外用サンダル 

③下処理用前掛け、調理用前掛け、洗浄用前掛け 

調理用品 

 

①調理用器具類（鍋、たらい、スパテラ、ひしゃく、ざる、包丁、まな

板、皮むき、ボール、おたま、トング、はし、スプーン、フォーク、

バット類、攪拌器、アレルギー用調理器具一式など）、中心温度計、

ストップウォッチ 

②消毒用手袋、ゴム手袋、オーブン用手袋、使い捨て手袋、軍手等 

③保存食用ポリ袋、使い捨てエプロン、温湿度計、水切りワイパー 

④ペーパータオル、ふきん、たわし、スポンジ、オーブンシート、アル

ミホイル、片開きシート、ラップ、ポリ袋等 

衛生用品 

 

①食器用洗剤、洗濯洗剤、クレンザー、床洗浄剤、食器用漂白剤、洗浄

機用洗剤、中性洗剤、スチコン用洗剤 

②手洗い石けん、爪ブラシ 

③次亜塩素酸ナトリウム、アルコール消毒液、残留塩素測定用試薬、残

留洗剤測定用試薬、電解次亜水生成装置に使用する塩 

④トイレットペーパー、ティッシュペーパー等 

⑤ハンガー、洗濯ばさみ、洗濯かご、洗濯物干し 

清掃用品 

 

①デッキブラシ、洗車ブラシ、トイレ用ブラシ、溝ブラシ 

②バケツ、ほうき、ちりとり、モップ、モップ絞り器、ドライワイパー、 

ホース、ゴム手袋、たわし、雑巾、掃除機 

事務用品 

 

①文房具類、用紙類、電池 

②複合機及びプリンタ用インクカートリッジ、リソグラフインク等 

その他の用品 

 

①市指定ごみ袋 

②電子ライター、ミシン油、グリス、ホワイトオイル、錆止め潤滑油、

グリススプレー、砥石、工具、脚立、蛇口用パッキン、排水用パッキ

ン、台車等のキャスター 

③茶器、ポット、救急薬品 

④例示以外に、受託者が負担することが適当と認められるもの 

※児童生徒が教室で使用する台ふきん、使い捨て手袋等の消耗品は、委託者が負担する。 
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別表４：業務の責任区分 

種類 内容 委託者 受託者 

業務の中止・延期 
委託者の指示によるもの ○  

受託者の業務放棄、破綻  ○ 

不可抗力による中止等 災害などによる業務中止 ○  

運営費の変動 
業務増加以外の要因による運営費用の増大 

※その他の要因については、別途協議 
 ○ 

第三者賠償 第三者に損害を与えた場合  ○ 

調理事故・異物混入 
受託者の責めに帰すべき事由による場合  ○ 

上記以外 ○  

施設設備の補修 

受託者の責めに帰すべき事由による場合 

及び簡易な補修等 
 ○ 

上記以外 ○  

業務の実施水準 仕様書で定める水準に不適合である場合  ○ 

 

 

別表５：業務継続困難の場合の措置 

区分 措置内容 

受託者の債務

不履行の場合 

受託者の責めに帰すべき事由により債務不履行又はその懸念が生じた場合は、

委託者は受託者に対して改善勧告を行い、速やかに改善策の提出及びその実施

を求めることができる。受託者が委託者の指定する期間内に十分な業務の改善

が行えなかったときは、委託者は契約の解除及びこれにより生じた損害賠償を

求めることができる。 

委託者の債務

不履行の場合 

委託者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難になったときは、受託者

は契約を解除できるものとする。受託者が契約を解除した場合には、委託者に

対しこれにより生じた損害賠償を求めることができる。 

不可抗力等に

よる場合 

不可抗力その他委託者又は受託者の責めに帰すことができない事由により業務

の継続が困難になったときは、委託者と受託者は業務継続の可否について協議

し、継続困難と判断した場合には、委託者及び受託者は契約を解除できるもの

とする。 

 

 

別表６：関係資料 

資料１ 施設の主な設備 

資料２ 各施設の作業動線図 

資料３ 学校給食衛生管理の手引き（小千谷市） 

資料４ 学校教育活動における食物アレルギー対応マニュアル（小千谷市） 

資料５ 感染性胃腸炎等対応マニュアル（小千谷市） 

 


